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１．計画策定の趣旨                              

平成２６年１２月に、まち・ひと・しごと創生法が制定され、国においては、人口の現状

と将来の展望を示した「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（以下「長期ビジョン」と

いう。）と、政府の施策の方向を定めた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「総合

戦略」という。）を策定したところです。 

国のこうした動きを踏まえ、本町においても平成２８年２月に、人口の現状分析と将来人

口の推計などから、人口に関して町の目指すべき将来の方向を示した「那珂川町人口ビジョ

ン」（以下「町人口ビジョン」という。）を策定するとともに、人口減少対策を主とした町

の取り組むべき施策をまとめた、第１期となる「那珂川町まち・ひと・しごと創生総合戦

略」（以下「第１期総合戦略」という。）を策定し、各種施策に取り組んできたところで

す。 

本町における人口の状況としては、若者の町外への流出など、少子高齢化の進行とあわせ

て人口減少に歯止めがかからない厳しい状況が続いています。こうした中で、令和元年１２

月には、国の長期ビジョンの改訂と第２期となる総合戦略が策定されたことから、本町にお

いても、現在の状況等を踏まえた町人口ビジョンの改訂と、第１期総合戦略の評価検証を踏

まえた、第２期の総合戦略（以下「第２期総合戦略」という。）を策定するものです。 

 

２．計画の位置づけ                              

町人口ビジョンについては、本町における人口の現状を分析したうえで、人口減少に対し

て、今後の目指すべき将来の方向性を示したものであり、人口減少対策に係る施策立案の重

要な基礎資料として位置づけられるものです。 

第２期総合戦略については、町人口ビジョンで掲げる人口減少対策において、目指すべき

将来の方向性の実現に向けて、町が取り組むべき施策をまとめたものであり、町政運営の指

針となる「第２次那珂川町総合振興計画なかがわ「元気」ビジョン」の各施策とも連動をさ

せながら、町が取り組む施策全体の底上げを図ります。 

 

３．計画の期間                                

 ＜人口ビジョン＞ 

  町人口ビジョンは、国の長期ビジョンを踏まえ、２０６０年を目標年次とします。 

＜総合戦略＞ 

第２期総合戦略の計画期間は、令和３年度から令和７年度までの５か年間とします。 
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４．施策の推進にあたって                           

 第２期総合戦略においては、以下の視点に立った施策の立案・推進に努めます。 

 

（１）那珂川町総合振興計画との連動 

第２期総合戦略においては、「第２次那珂川町総合振興計画後期基本計画」の各施策とも

連動を強化しながら、より戦略性の高い施策の立案と実践に努めます。 

 

（２）独自性を活かしたサービスの向上 

情報通信技術（ＩＣＴ）が進展する中で、未来技術の活用による Society5.0 の実現が少

子高齢化などの地域的課題の解決にも期待されています。当町においては、ケーブルテレビ

のネットワーク網が整備されていることから、未来技術の活用も見据えながら、防災や日常

生活などの幅広い分野におけるケーブルテレビネットワークの活用により、サービスの向上

に努めます。 

 

（３）ＳＤＧｓの理念を取り入れた施策の推進 

国内外において、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の理念が認識されてきていることか

ら、町としてもＳＤＧｓへの理解と意識向上に努めるとともに、その理念を取り入れた施策

の推進に努めます。 

 

（４）地域性を踏まえた施策の立案 

新型コロナウイルス感染症が世界的に流行し、国内でも仕事や学校といった日常生活をは

じめ、経済活動にも大きな影響を及ぼしています。感染症等の流行に伴う社会情勢の変化に

ついては、地域性を踏まえながら柔軟な発想による施策の立案に努めます。 
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第１節 人口の現状分析 

１．人口の推移                                

当町における人口の推移としては、１９８０年に２２，７０３人ほどいた人口も、３５年

間で５，７３９人減少しており、２０１５年には２５．３％減の１６，９６４人にまで減少

しています。 

また、総人口に対する３階層別の比率では、老年人口比率が上昇し（13.1％→34.0％）、

年少人口比率が大きく低下している状況にあります（21.6％→9.7％）。 

※３階層別：年少人口（１５歳未満）、生産年齢人口（１５～６４歳）、老年人口（６５歳以上） 

 

図表１ 人口の推移（総人口） 

 

「H27 年までは国勢調査、R1 年は栃木県毎月人口調査における年齢別人口調査結果令和元(2019)年」 

 

図表２ ３階層別人口比率 

 
「H27 年までは国勢調査、R1 年は栃木県毎月人口調査における年齢別人口調査結果令和元(2019)年」 
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２．自然増減と社会増減                            

出生数と死亡数の差である自然増減では、１９９９年～２００１年に減少幅が小さくなっ

たものの、それ以降は死亡数が出生数を大きく上回っている状況にあります。 

一方、転入・転出による社会増減をみても、自然増減の傾向と同様に１９９９年～２００

１年に減少幅が縮小していますが、それ以降は転出超過が続いており、人口減少の大きな要

因となっています。 

 

図表３ 自然増減数と社会増減数の推移 

 

「地域経済分析システム（RESAS）により作成」 

 

図表４ 自然増減数と社会増減数の比較 
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２．自然増減と社会増減                            

出生数と死亡数の差である自然増減では、１９９９年～２００１年に減少幅が小さくなっ

たものの、それ以降は死亡数が出生数を大きく上回っている状況にあります。 

一方、転入・転出による社会増減をみても、自然増減の傾向と同様に１９９９年～２００

１年に減少幅が縮小していますが、それ以降は転出超過が続いており、人口減少の大きな要

因となっています。 

 

図表３ 自然増減数と社会増減数の推移 

 

「地域経済分析システム（RESAS）により作成」 

 

図表４ 自然増減数と社会増減数の比較 
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自然増減数（人） -129 -107 -151 -186 -173 -227 
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図表５ 出生者数と死亡数の比較 
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死亡数（人） 231 229 241 281 267 296 

増 減（人） -129 -107 -151 -186 -173 -227 

「地域経済分析システム（RESAS）により作成」 

 

図表６ 転入数と転出数の比較 
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2003 年 
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2005 年 
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転入数（人） 480 515 479 497 478 427 

転出数（人） 706 671 586 543 566 550 
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2011 年 
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「地域経済分析システム（RESAS）により作成」 
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３．婚姻数と婚姻率                              

婚姻の件数をみると、２００９年には７９件でしたが、２０１８年には３８件に減少して

います。また、婚姻率をみても県内平均を大幅に下回っている状況にあり、２０１４年以降

は減少傾向にあることから、継続して結婚を希望する方へのサポートを行っていく必要があ

ります。 

 

 図表７ 婚姻数の推移 

 

「人口動態調査」 

 

図表８ 婚姻率の推移（人口千人あたりの件数） 

 
「人口動態調査」 
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図表５ 出生者数と死亡数の比較 
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４．合計特殊出生率                              

本町の合計特殊出生率は、２００８年～２０１２年までの平均が、１．３８となってお

り、２０１３年～２０１７年までの平均は、１．４１と若干高くなってきたものの、全国平

均及び県の平均と比較すると、合計特殊出生率は低い状況にあります。 

 また、一般的に妊娠・出産適齢期とされる満２０歳から３９歳の女性の人口の推移をみて

も、ほぼすべての年代で減少が続いています。 

 

図表９ 合計特殊出生率の推移 

 2003 年～2007 年(平均) 2008 年～2012 年(平均) 2013 年～2017 年（平均） 

全 国 １．３０ １．３９ １．４３ 

栃木県 １．３９ １．４２ １．４６ 

那珂川町 １．３４ １．３８ １．４１ 

「人口動態調査」 

 

図表１０ ２０～３９歳女性人口の推移 

 

「H27 年までは国勢調査、R1 年は栃木県毎月人口調査における年齢別人口調査結果令和元(2019)年」 
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５．転入元と転出先                              

２０１７年の主な転入元をみると、宇都宮市が１４．８％で最も多く、那須烏山市と那須

塩原市が８．３％、大田原市の７．６％となっています。 

また、主な転出先としては、宇都宮市が１７．１％で最も多く、那須烏山市が９．５％、

大田原市が７．２％となっています。 

図表１１ 主な転入元 2017 年（平成 29 年） 

 

「地域経済分析システム（RESAS）により作成」 

 

図表１２ 主な転出先 2017 年（平成 29 年） 

 

「地域経済分析システム（RESAS）により作成」 
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６．移動数                                  

転入・転出等による移動数（例えば、０～４歳の人は５年後には５～９歳になりますが、

その移動値を示したもの）の推移を年齢３階層別でみると、年少人口（１５歳未満）並びに

生産年齢人口（１５～６４歳）の町外への移動が多くみられることから、高齢化の要因のひ

とつと言えます。 

また、生産年齢人口の移動数の推移を１５～２９歳、３０～４９歳、５０～６４歳の年齢

別でみると、中でも３０歳未満の移動が特に多いことから、こうした若者の町外への流出が

人口減少を加速させている要因と言えます。 

 

図表１３ ３階層別の移動の推移 

 

「地域経済分析システム（RESAS）より作成」 

 

図表１４ 生産年齢人口の移動の推移 

 

「地域経済分析システム（RESAS）により作成」 
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７．通勤と通学                                

２０１５年における町外への通勤・通学の状況をみると、那須烏山市方面や大田原市方面

など、隣接市町へ通っている方は半数以上に上っています。一方で、町外から本町への通

勤・通学の状況をみても、町外への通勤・通学と同様に、隣接市町からの流れが多いことか

ら、周辺自治体の状況にも目を向けながら、人の流れを把握していく必要があります。 

 

図表１５ 町外への通勤・通学の状況 2015 年（平成 27 年） 

 
「国勢調査」 

 

図表１６ 町外からの通勤・通学の状況 2015 年（平成 27 年） 
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６．移動数                                  
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図表１３ ３階層別の移動の推移 

 

「地域経済分析システム（RESAS）より作成」 

 

図表１４ 生産年齢人口の移動の推移 
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７．通勤と通学                                
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など、隣接市町へ通っている方は半数以上に上っています。一方で、町外から本町への通
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第２節 将来の人口推計 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、当町の将来人口推計は、２０１５年の総

人口の１６，９６４人から４５年後の２０６０年には、６７．４％減の５，５０６人にまで

減少するという推計結果が出ています。 

また、２０６０年の３階層別の推移をみると、各階層で減少が続き、特に１５～６４歳ま

での生産年齢人口は、７９．９％減少し、１５歳未満の年少人口は、８０．７％減少すると

いった推計結果が出ていることから、本町の人口減少は深刻な状況にあります。 

 

図表１７ 将来人口推計（総人口） 

 
「国立社会保障・人口問題研究所[日本の地域別将来推計人口 平成 30（2018）年推計]準拠」 

 

図表１８ 将来人口推計（３階層別人口比率） 
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第３節 人口の将来展望 

 

１．地域に与える影響                             

今後、当町の人口は急激に減少していくおそれがあり、国立社会保障・人口問題研究所の

推計のまま推移した場合、地域コミュニティをはじめ、日常生活や行政サービスにおいても

大きな影響を受けることが予想されます。 

 

◆地域コミュニティの維持 

町内の各地域では、伝統行事や祭りなどの地域活動が活発に行われてきましたが、少子高

齢化により地域の担い手が不足するなど、これまでの活動を維持することが難しい状況にあ

ります。人口減少による地域の担い手不足は、自治会等の機能の低下だけでなく、消防団員

の減少といった地域防災力の低下を招くおそれがあるほか、地域住民同士の交流の機会が減

少することにより地域への愛着が失われるなど、地域コミュニティの維持に大きく影響しま

す。 

また、新型コロナウイルス感染症の流行により、これまで行われてきた地域の交流や活動

にも影響が出てくることから、「新しい生活様式」などを取り入れた新しいコミュニティの

あり方を検討していく必要があります。 

 

◆地域活力の低下 

国立社会保障・人口問題研究所の推計にもあるように、将来的に１５歳から６４歳までの

生産年齢人口が著しく減少する傾向にあり、町内の産業にもも大きな影響を与えることとな

ります。農業においては、耕作者の高齢化と後継者不足から、耕作放棄地の拡大や山林の荒

廃にもつながるおそれがあります。また、町内の商店街においても、高齢化と担い手不足に

より空き店舗が増加するなど、地域経済を中心とした地域活力の低下が懸念されます。 

今後は、新型コロナウイルス感染症により低下した産業や新しい働き方に取り組む産業へ

の支援など、地域の産業においては新たな活力と向上につながる取組が一層求められます。 

 

◆財政への影響 

このまま人口減少が進行した場合、行財政を中心とした町政運営も大きな影響を与えるこ

ととなります。少子高齢化に伴う社会保障費の増加が見込まれるほか、今後は公共施設等の

老朽化によるインフラ整備のためのコストの増大などが予想されます。 

今後は、人口減少に伴い町税などの自主財源の確保が厳しくなることから、企業版ふるさ

と納税などによる新たな財源の確保、ＰＰＰ/ＰＦＩまたはシェアリングエコノミーといっ

手法の活用も視野に入れながら、効率的かつ効果的な行財政運営により行政サービスを維持

していく必要があります。 
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第２節 将来の人口推計 
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また、２０６０年の３階層別の推移をみると、各階層で減少が続き、特に１５～６４歳ま

での生産年齢人口は、７９．９％減少し、１５歳未満の年少人口は、８０．７％減少すると

いった推計結果が出ていることから、本町の人口減少は深刻な状況にあります。 

 

図表１７ 将来人口推計（総人口） 

 
「国立社会保障・人口問題研究所[日本の地域別将来推計人口 平成 30（2018）年推計]準拠」 
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第３節 人口の将来展望 
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今後、当町の人口は急激に減少していくおそれがあり、国立社会保障・人口問題研究所の

推計のまま推移した場合、地域コミュニティをはじめ、日常生活や行政サービスにおいても

大きな影響を受けることが予想されます。 

 

◆地域コミュニティの維持 

町内の各地域では、伝統行事や祭りなどの地域活動が活発に行われてきましたが、少子高

齢化により地域の担い手が不足するなど、これまでの活動を維持することが難しい状況にあ

ります。人口減少による地域の担い手不足は、自治会等の機能の低下だけでなく、消防団員
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にも影響が出てくることから、「新しい生活様式」などを取り入れた新しいコミュニティの

あり方を検討していく必要があります。 
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国立社会保障・人口問題研究所の推計にもあるように、将来的に１５歳から６４歳までの

生産年齢人口が著しく減少する傾向にあり、町内の産業にもも大きな影響を与えることとな

ります。農業においては、耕作者の高齢化と後継者不足から、耕作放棄地の拡大や山林の荒
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の支援など、地域の産業においては新たな活力と向上につながる取組が一層求められます。 
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このまま人口減少が進行した場合、行財政を中心とした町政運営も大きな影響を与えるこ

ととなります。少子高齢化に伴う社会保障費の増加が見込まれるほか、今後は公共施設等の

老朽化によるインフラ整備のためのコストの増大などが予想されます。 

今後は、人口減少に伴い町税などの自主財源の確保が厳しくなることから、企業版ふるさ
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していく必要があります。 
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２．独自推計による人口の推計                         

これまでの人口の現状分析や国立社会保障・人口問題研究所の推計を踏まえると、町人口

ビジョンの策定時よりも人口減少が加速していることから、実態に即した将来人口推計とな

るよう、今後の人口減少対策の取り組みを踏まえた人口の将来展望を示します。 

◆独自推計による人口の将来展望◆ 

４０年後の２０６０年に、総人口７，５００人以上を確保する。 

４０年後の２０６０年に、合計特殊出生率１．６０を目指す。 

【独自推計における設定】 

○合計特殊出生率 

２０２０年の合計合計特殊出生率を１．４０とし、以降５年ごとに２０４０年まで０．０５

ポイント上昇させ、２０４０年に１．６０とし、以降はこれを維持させる。 

○純移動率：国立社会保障・人口問題研究所の推計（パターンⅠ）を援用する。 

○転出超過数：2060 年まで、２０～５４歳人口の転出超過数を年間で４０人程度圧縮する。 

図表２０ 独自推計による人口の推計（総人口） 

 

「国配布ツールより作成」 

 

図表２１ 独自推計による人口の推計（３階層別人口比率） 
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３．目指すべき将来の方向                           

これまでの人口の現状分析の結果や人口の変動が地域に与える影響等を踏まえ、人口ビジ

ョンにおける、当町の目指すべき将来の方向を次のとおり示します。 

 

◆転出超過の抑制 

当町では、転入数に比べて転出数が大きく上回っている状況にあり、人口減少の大きな要

因となっていることから、魅力あるまちをつくるとともに、町内への定住促進と町外からの

移住者の確保に取り組むこととします。 

また、移住定住には、仕事が大きく影響してくることから、町内に魅力のある仕事の創出

と働く場所の確保により、若い世代の町外への流出を抑制します。 

 

◆出生数の増加 

当町では、出生数が年々低下していることから、町の持続性を高めていくためには、出生

数の増加につながる取り組みを推進していかなければなりません。 

そのためには、町内で安心して子育てができるよう、出産と子育てに関するサポートを充

実させるとともに、結婚を希望する方に対する各種の支援施策にも力を入れながら、結婚・

出産・子育ての一体的なサポートにより、出生数の増加を目指します。 

 

◆「まち」と「ひと」の縁をつくる 

人口減少対策を進めるにあたっては、町内に居住する町民の活力維持が必要不可欠になっ

てくることから、すべての町民がいつまでも元気で健やかに生活することができる、住みよ

いまちづくりを目指していかなければなりません。 

また、今後は町内に生活する町民はもとより、町外で生活している方に対しても、町との

「つながり」を大切にしてもらえるよう、「まち」と「ひと」のつながりを太くしていくと

ともに、将来にわたり関係性が維持できる縁をつくります。 
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第１節 基本方向 

１．基本姿勢                                 

第１期総合戦略では、人口減少に歯止めをかけるため、出産や育児をサポートする子育て

支援施策をはじめ、若者の町外への流出を抑制する移住定住施策などの事業に取り組んでき

たところですが、人口減少に歯止めがかかったとは言えず、関係機関との連携の部分や町外

へ向けた取り組みの強化が課題となったところです。 

第１期総合戦略における事業については、これまで進めてきた取り組みの進捗状況を踏ま

えながら、事業の効果や継続性を勘案したうえで必要な見直しを図るとともに、第２期総合

戦略における施策の方向性や取組内容との調整を図りながら、より効果的な事業となるよう

改善に努めていきます。 

また、第２期総合戦略においては、将来にわたって効果的で効率的な取り組みが維持でき

るよう、国の政策５原則や新たな視点などを踏まえながら、これまでの施策や取組内容につ

いて見直しを行い、町として取り組むべき施策の方向性を明確にしたところです。 

第２期総合戦略における施策の推進にあたっては、引き続き、雇用の創出や移住定住をは

じめとした人口減少対策を推進するとともに、今後は町の持続性を高めるような取り組みに

も着目しながら、町人口ビジョンが示す将来の実現に向けた取り組みを推進していきます。 

このほかにも、総合戦略を推進していくにあたっては、地域や関係団体などとも人口減少

に対する危機感や今後の可能性を共有するといった柔軟な対応が求められることから、将来

を見据えた効果的かつ魅力的な取り組みを維持していけるよう、各種事業に取り組む担当課

や職員の意識改革を図りながら、各種取組の強化を目指します。 

 

２．政策５原則と新たな視点                          

 令和元年１２月に策定された国の第２期となる総合戦略においては、以下に示した「政策

５原則」を政策の企画・実行に当たっての視点として掲げているところです。 

また、施策の検討を行う際の「新たな視点」が追加されていることから、これらを踏まえ

た施策の立案に努めることとします。 

 

○国の第２期総合戦略における政策５原則 

自立性 地方公共団体・民間事業者・個人等の自立につながるような施策に取り組む。 

将来性 
施策が一過性の対症療法にとどまらず、将来に向かって、構造的な問題に積極的に

取り組む。 

地域性 
地域の強みや魅力を活かし、その地域の実態に合った施策を、自主的かつ主体的に

取り組む。 
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総合性 

施策の効果をより高めるため、多様な主体との連携や、他の地域、施策との連携を

進めるなど、総合的な施策に取り組む。その上で、限られた財源や時間の中で最大限

の成果を上げるため、直接的に支援する施策に取り組む。 

結果重視 

施策の結果を重視するため、明確な PDCA メカニズムの下に、客観的データに基づ

く現状分析や将来予測により短期・中期の具体的な数値目標を設定した上で施策に取

り組む。その後、政策効果を客観的な指標により評価し、必要な改善を行う。 

 

○国の第２期総合戦略における新たな視点 

◆「地方へのひと・資金の流れを強化する」 ◆「新しい時代の流れを強化する」 

◆「人材を育て活かす」 ◆「民間と協働する」 

◆「誰もが活躍できる地域社会をつくる」 ◆「地域経営の視点で取り組む」 

 

３．目指すべき施策の方向性                          

 第２期総合戦略においては、前項で示した国の政策５原則や第２次那珂川町総合振興計画

後期基本計画との連動を踏まえて、町の目指すべき施策の方向性と取り入れるべき視点や手

法を整理します。 

 

○町の目指すべき施策の方向性 

➢地域の特性を活かした新たな魅力発掘と付加価値の創出 

➢町内における雇用の維持 

➢企業や外部人材の町への定着 

➢町への移住定住の促進 

➢関係人口の創出と交流人口の増加 

➢プロモーション力の強化 

➢様々な視点から結婚・出産・子育てをサポート 

➢安心して暮らせる住みよいまちづくり 

➢将来につながる、持続可能なまちづくり 

 
○取り入れるべき視点・手法 

➢多様な主体との連携（広域連携、官民連携、産学官連携、分野連携など） 

➢マーケティングの手法を取り入れたニーズの把握と販路拡大 

➢人材育成と外部人材の活用 

➢地域資源の新しい活用 

➢地域資源を活かした商品開発とブランド化 

➢コロナ禍における意識の変化や行動変容の動向 
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第２節 基本目標 

第２期総合戦略においては、人口ビジョンで示した町の目指すべき将来の方向の実現のた

め、人口減少対策に取り組むにあたっての４つの基本目標を設定することとし、それに係る

成果目標を次のとおり設定します。 

 

基本目標１ 「雇用の創出」 推進プロジェクト  

～町に新たな雇用の場を創出する～ 

雇用については、社会生活の変化や働き方改革などにより、雇用の形態が変化しつつある

ことから、テレワークやワーケーションなどの多様な働き方にも着目しつつ、地方に関心を

持つ企業の動向やニーズの把握に努めるとともに、地域おこし協力隊をはじめとした外部人

材とも連携を図りながら、町内に「働く人」や「働く場所」を確保し、町内への定着につな

げていきます。 

また、今後は農業をはじめとした町内の産業の持続性を高めるため、担い手の確保に向け

た取組を推進することにより、町内の雇用を維持するとともに、地域の生産者などとも連携

した新たな雇用の創出を目指します。 

―成果目標―  

指標名 現状値（R2） 目標値（R7） 

 件３  数）者（社業起規新

 

 

基本目標２ 「結婚・出産・子育て」 推進プロジェクト 

～結婚・出産・子育ての希望を叶える～ 

結婚・出産・子育てについては、これまでも重点施策として取り組みを推進してきたとこ

ろですが、今後は、結婚を希望する方とその家族も含めたサポート体制の充実を図るととも

に、出会いの場の創出については、移住や観光などの各種施策や企業などとも連携した新た

な視点を取り入れていくことが重要です。 

 また、出産や子育てに関しては、子育ての段階や家庭状況に応じて必要なサービスが異な

ることから、段階ごとのニーズの把握と状況に応じた的確なサポートを展開していくととも

に、各分野の施策と連携した支援施策の拡充と、地域や学校とも連携・協力しながら子育て

を応援する環境づくりを推進します。 

―成果目標― 

指標名 現状値（R2） 目標値（R7） 

合計特殊出生率 １．３４※ １．４５ 

※人口動態統計特殊報告における、平成 25 年～平成 29 年の人口動態保健所・市町村別統計より 
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基本目標３ 「新しいひとの流れ創出」 推進プロジェクト  

～町への新しいひとの流れをつくる～ 

人口減少に歯止めをかけるためには、町内に住む若者の定住はもちろんのこと、町外から

の移住者の確保と、定住へ向けた取組が必要不可欠です。また、コロナ禍における「新しい

生活様式」の浸透や、働き方改革の推進による都市部勤務社員等のテレワークの定着やワー

ケーションの推進など、働き方の選択肢が広がっていることから、現在の社会的ニーズを考

慮した環境づくりと効果的なアプローチが求められています。 

今後は移住定住だけでなく、観光などの交流人口の増加に加えて関係人口にも着目してい

く必要があることから、官民連携や町内の観光施設などとも連携した地域の特性を活かした

新たなツーリズムの開発と、町外へ向けた効果的なプロモーション活動を推進します。 

―成果目標― 

指標名 現状値（R2） 目標値（R7） 

転出超過数の減少 ９８３人※ ７８３人 

※総務省「住民基本台帳人口移動報告」における 2015 年～2019 年までの転出超過数 

 

 

基本目標４ 「住めばみやこ」 推進プロジェクト  

～時代にあった町をつくり、安心安全なくらしを守る～ 

高齢化が進行していく中で、町の活力を維持していくためには、すべての町民が「健康

で」、「元気に」、「長生き」できるよう、町内の企業や地域などとも連携しながら、健康

増進事業を中心とした町民の健康づくりを強化していきます。 

 また、町内にはケーブルテレビネットワークが整備されていることから、防災や教育など

の行政サービスはもとより、町内事業者等における活用の機会も視野に入れながら、安全な

くらしを支えるための生活基盤づくりを推進します。 

今後は、町の持続性を高められるよう、町の将来を担う人材の育成に努めるとともに、町

民同士が多様な形で交流できる機会を創出しながら、「人と人」、「人と町」とのつながり

を強くするなど、時代にあったまちづくりを推進します。 

―成果目標― 

指標名 現状値（R2） 目標値（R7） 

住民アンケート満足度の向上 ３０．６７％※ 上昇を目指す 

※まちづくりのためのアンケート調査における「満足している」・「やや満足している」の割合（R1.12 月） 
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第２節 基本目標 
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第３節 基本施策 

基本目標の達成に向けた施策について、基本目標ごとに基本施策と具体的な取組みを位置

づけることとし、それに係る重要業績評価指標（ＫＰＩ）を次のとおり設定します。 

基本目標１ 「雇用の創出」 推進プロジェクト  

～町に新たな雇用の場を創出する～ 

○新産業の創出と育成 

➢地域おこし企業人や地域おこし協力隊等の外部人材の活用を促進するとともに、町の各

種施策と連携した人材の確保と、町内への定着につながる支援施策等の充実を図る。 

➢企業誘致の受け皿となるよう、空き店舗の利用や未利用公共施設の有効活用など、地域

の商店街などと連携した企業誘致体制の構築に努める。 

 ➢首都圏を中心とした企業のニーズの把握に努めるとともに、県や周辺自治体などとも連

携した効率的な企業誘致活動を推進する。 

 

○地域産業における付加価値の創出 

➢「イノシシを活用したまちづくり」のさらなる推進を目指し、専門知識をもった人材の

活用による新たな販路の開拓とイノシシ肉の消費拡大を目指す。 

➢加工・販売・集客を目的とした、「食と農」の拠点整備を推進し、地域や企業とも連携

した事業の創出を図るとともに、雇用と関係人口の創出を目指す。 

 ➢産学官連携等による特産品の開発・研究を推進するとともに、ふるさと納税や観光、移

住定住施策などと連携した販路の拡大を目指す。 

 

○持続可能な産業の推進 

 ➢町内の農業経営者などと連携しながら、人材育成に係るリーダー的存在の発掘・育成な

ど、新規就農者の確保と連動した支援体制の構築を目指す。 

➢地域の生産者とも連携しながら、市場価値の高い生産品目の研究と地域の資源を有効活

用した生産方法を確立する。 

➢地域や関係機関との連携により、農業体験学習の実施や経営手法を学ぶ機会の創出な

ど、新規就農者の確保に向けた環境づくりを推進する。 

 

―重要業績評価指標（ＫＰＩ）― 

指標名 現状値（R2） 目標値（R7） 

 品商３  数品商発開

 設施１  数備整点拠

イノシシ肉販売額／年度 １６，０００千円 上昇を目指す 

※現状値（R2）は令和１年度末時点の値 
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―主な取り組み例― 

イノシシを活用したまちづくり 

スマート農業・スマート林業 

花の里プロジェクト 

産学官連携による商品開発 

食と農の拠点整備 

 ６次産業化の促進 

 八溝材の普及とブランド化 

 企業立地促進 

 就農者支援 

 生ごみ堆肥化 

 

基本目標２ 「結婚・出産・子育て」 推進プロジェクト  

～結婚・出産・子育ての希望を叶える～ 

○出会いと結婚のサポート 

 ➢結婚を希望する方やその家族に対して、マネジメントを含めた各種セミナーなどを開催

し、結婚を希望する方への支援環境の充実を図る。 

 ➢町の移住施策や観光施策、企業などとも連携した対象者の確保に努めるとともに、新た

な視点や手法を取り入れたマッチング機会の創出に努める。 

 ➢県や近隣市町とも連携しながら、結婚を希望する方のニーズの把握に努めるとともに、

結婚を希望する方の目線に立った、利用しやすくかつ効率的なマッチング体制の構築に

努める。 

 ➢結婚後も女性が生きがいをもった暮らしができるよう、地域や企業などと連携しなが

ら、女性が活躍できる機会の創出と環境づくりを推進する。 

 

○出産・子育てのサポート 

➢出産や子育てといった段階に応じたニーズを把握するとともに、各分野の施策とも連

携した支援施策の充実を図る。 

➢出産や子育てに関して、必要な情報を必要な時期に入手できるよう、ケーブルテレビネ

ットワークを活用した効率的な情報提供体制を構築する。 

 ➢家庭の状況に応じた子育て支援の充実に努めるとともに、地域などとも連携した子育て

支援体制の構築と環境づくりを推進する。 

➢子育ての喜びを将来につなげるため、子育て世帯と児童・生徒がふれあう機会を創出

し、子育てに対して思いやりのあるまちづくりを目指す。 

➢地域性を活かした子育て支援施策の充実により、地域が一体となって子育てを応援・サ

ポートする仕組みを構築する。 
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第３節 基本施策 

基本目標の達成に向けた施策について、基本目標ごとに基本施策と具体的な取組みを位置

づけることとし、それに係る重要業績評価指標（ＫＰＩ）を次のとおり設定します。 

基本目標１ 「雇用の創出」 推進プロジェクト  

～町に新たな雇用の場を創出する～ 

○新産業の創出と育成 

➢地域おこし企業人や地域おこし協力隊等の外部人材の活用を促進するとともに、町の各

種施策と連携した人材の確保と、町内への定着につながる支援施策等の充実を図る。 

➢企業誘致の受け皿となるよう、空き店舗の利用や未利用公共施設の有効活用など、地域

の商店街などと連携した企業誘致体制の構築に努める。 

 ➢首都圏を中心とした企業のニーズの把握に努めるとともに、県や周辺自治体などとも連

携した効率的な企業誘致活動を推進する。 

 

○地域産業における付加価値の創出 

➢「イノシシを活用したまちづくり」のさらなる推進を目指し、専門知識をもった人材の

活用による新たな販路の開拓とイノシシ肉の消費拡大を目指す。 

➢加工・販売・集客を目的とした、「食と農」の拠点整備を推進し、地域や企業とも連携

した事業の創出を図るとともに、雇用と関係人口の創出を目指す。 

 ➢産学官連携等による特産品の開発・研究を推進するとともに、ふるさと納税や観光、移

住定住施策などと連携した販路の拡大を目指す。 

 

○持続可能な産業の推進 

 ➢町内の農業経営者などと連携しながら、人材育成に係るリーダー的存在の発掘・育成な

ど、新規就農者の確保と連動した支援体制の構築を目指す。 

➢地域の生産者とも連携しながら、市場価値の高い生産品目の研究と地域の資源を有効活

用した生産方法を確立する。 

➢地域や関係機関との連携により、農業体験学習の実施や経営手法を学ぶ機会の創出な

ど、新規就農者の確保に向けた環境づくりを推進する。 

 

―重要業績評価指標（ＫＰＩ）― 

指標名 現状値（R2） 目標値（R7） 

 品商３  数品商発開

 設施１  数備整点拠

イノシシ肉販売額／年度 １６，０００千円 上昇を目指す 

※現状値（R2）は令和１年度末時点の値 

第２章 総合戦略 

25 

―主な取り組み例― 

イノシシを活用したまちづくり 

スマート農業・スマート林業 

花の里プロジェクト 

産学官連携による商品開発 

食と農の拠点整備 

 ６次産業化の促進 

 八溝材の普及とブランド化 

 企業立地促進 

 就農者支援 

 生ごみ堆肥化 

 

基本目標２ 「結婚・出産・子育て」 推進プロジェクト  

～結婚・出産・子育ての希望を叶える～ 

○出会いと結婚のサポート 

 ➢結婚を希望する方やその家族に対して、マネジメントを含めた各種セミナーなどを開催

し、結婚を希望する方への支援環境の充実を図る。 

 ➢町の移住施策や観光施策、企業などとも連携した対象者の確保に努めるとともに、新た

な視点や手法を取り入れたマッチング機会の創出に努める。 

 ➢県や近隣市町とも連携しながら、結婚を希望する方のニーズの把握に努めるとともに、

結婚を希望する方の目線に立った、利用しやすくかつ効率的なマッチング体制の構築に

努める。 

 ➢結婚後も女性が生きがいをもった暮らしができるよう、地域や企業などと連携しなが

ら、女性が活躍できる機会の創出と環境づくりを推進する。 

 

○出産・子育てのサポート 

➢出産や子育てといった段階に応じたニーズを把握するとともに、各分野の施策とも連

携した支援施策の充実を図る。 

➢出産や子育てに関して、必要な情報を必要な時期に入手できるよう、ケーブルテレビネ

ットワークを活用した効率的な情報提供体制を構築する。 

 ➢家庭の状況に応じた子育て支援の充実に努めるとともに、地域などとも連携した子育て

支援体制の構築と環境づくりを推進する。 

➢子育ての喜びを将来につなげるため、子育て世帯と児童・生徒がふれあう機会を創出

し、子育てに対して思いやりのあるまちづくりを目指す。 

➢地域性を活かした子育て支援施策の充実により、地域が一体となって子育てを応援・サ

ポートする仕組みを構築する。 



第２章 総合戦略 

27 

○プロモーション力の強化 

➢町内の店舗と連携しながら、ＳＮＳなどを活用したブランド化した商品の認知度向上に

努めるとともに、販売方法を含めた販路の拡大の強化を図る。 

 ➢首都圏に向けたプロモーション活動の強化を図るとともに、ふるさと大使などとも連携

したＰＲ素材の作成により、町の特性を活かした魅力発信方法を確立する。 

➢町のプロモーション活動とも連携を図りながら、地域が主体で行う取り組みを町外へ広

く発信するとともに、地域における取組の持続性を高める。 

➢若者の情報発信力をひとつのツールと捉え、学官連携による町の魅力発信や情報配信な

ど、新しい情報発信体制の構築を目指す。 

 

―重要業績評価指標（ＫＰＩ）― 

指標名 現状値（R2） 目標値（R7） 

地域資源情報バンク利用登録者数 累計４６人 累計１００人 

観光客入込数 年間１２０万人 年間１７０万人 

ホームページアクセス数 年間１４３，１０７件 上昇を目指す 

※現状値（R2）は令和１年度末時点の値 

 

―主な取り組み例― 

 移住定住の促進 

 空き家バンク情報発信 

 なかがわぐらし体験 

 なかがわぐらしモニターツアー 

 なかがわぐらしプロモーション 

 移住定住促進宅地造成 

 観光モニターツアー 

 新たなツーリズムの開発 

 ツール・ド・なかがわ 

 ブランド認定品認知度アップ 

 観光プロモーション 

 ワーケーション 

 企業版ふるさと納税 
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―重要業績評価指標（ＫＰＩ）― 

指標名 現状値（R2） 目標値（R7） 

婚活イベント参加者数／年度 ５４人 １００人 

子育て支援事業等利用者割合の向上 １６．３６％ ３５％ 

※現状値（R2）は令和１年度末時点の値 

 

―主な取り組み例― 

 結婚促進 

 子育て情報発信 

 訪問等による子育て支援 

 子どもの健康・発達相談 

 子育て等に係る各種教室 

子育て支援センター 

 ファミリーサポートセンター 

 

基本目標３ 「新しいひとの流れ創出」 推進プロジェクト  

～町への新しいひとの流れをつくる～ 

○移住・定住の促進 

 ➢町内外の社会的ニーズの把握に努めるとともに、子育て支援施策などとも連携した、住

んでみたいと思う居住環境の整備を推進する。 

➢関係者との連携により、空き家や空き店舗に係るマッチング体制の強化を図るととも

に、ＰＲや情報発信などを含めた一体的な運用管理体制を構築する。 

 ➢町の各種施策などと連携しながら、モニターツアーや体験事業の充実を図るとともに、

個性を活かしたプロモーション活動による「なかがわぐらし」のＰＲ強化を図る。 

 

○関係人口の創出・交流人口の拡大 

 ➢産学官連携等による商品の開発・研究を推進するとともに、ふるさと納税や観光、移住

定住施策と連携した販路の拡大を目指す。【再掲】 

➢町の自然や食べ物、文化財や観光施設など、地域の特性を活かした新たなツーリズムの

開発と、地元の生産者や商店街との連携による地域づくりと活性化を推進する。 

 ➢官民連携による観光ツアーの企画や実施する取り組みを強化するとともに、町内の観光

施設とも連携した観光客の誘客に努める。 

➢新たなツーリズムの研究・開発による町の新たな魅力を創出するとともに、ストーリー

を重視した連続性のある体験ツアーや交流により、関係人口の創出を図る。 
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基本目標４ 「住めばみやこ」 推進プロジェクト  

～時代に合った町をつくり、安心安全なくらしを守る～ 

○住みよいまちづくりの推進 

 ➢すべての町民が、元気で健康に長生きができるよう、健康づくりに対する町民の意識の

高揚に努めるとともに、企業や地域などとも連携した健康増進事業の強化を図る。 

 ➢ケーブルテレビの普及・促進に努めるとともに、行政や町内事業者の活用機会も含めた

たケーブルテレビネットワークの活用促進を図る。 

 ➢生活・防災・教育をはじめとした住民サービスの向上に努めるとともに、安心で安全な

暮らしを支えるための生活基盤づくりを推進する。 

 

○「まち」と「ひと」の縁をつくる 

➢地域課題に対する地域の主体性を高め、各種団体や行政が一体となって解決に取り組む

組織体制づくりを強化する。 

 ➢町内の産業や企業、行政が連携をしながら、社会活動や就業体験をとおして高校生や大

学生とのつながりを強化し、町の将来を担う人材の発掘と育成に努める。 

 ➢スポーツや文化の各種団体と連携しながら、熱意ある活動や魅力ある人材を町外に広く

発信し、町の将来を担う人材育成に係る支援の確保に努める。 

➢中・高校生など、まちづくりにおける若者の参加機会を創出するとともに、若者の発想

とパワーを活かした取り組みの実現を図る。 

 

―重要業績評価指標（ＫＰＩ）― 

指標名 現状値（R2） 目標値（R7） 

那珂よし健康ポイント事業登録者数 ５９９人 １，０００人 

ケーブルテレビ施設の加入率 ７８％ １００％ 

※現状値（R2）は令和１年度末時点の値 

 

―主な取り組み例― 

 ケーブルテレビネットワークの活用 

 健康づくりの推進 

 地域の担い手育成 

 マイチャレンジ 

 高校生の地域定着促進 

 小・中学生の学習機会の創出 

 児童・生徒の地域交流 
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